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1 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 
平成 16年 6月 29日提出の第 103期（自 平成 15年 4月 1日 至 平成 16年 3月 31日）有価証券 

 報告書について、記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正する 
ため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 
2 【訂正事項】 
第一部   企業情報 
第 5  経理の状況 

1  連結財務諸表等 
(1) 連結財務諸表 
注記事項 
（1株当たり情報） 

2  財務諸表等 
(1) 財務諸表 

注記事項 
（1株当たり情報） 
 

3 【訂正箇所】 
訂正箇所は＿＿を付して表示しております。  
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第一部【企業情報】 

第 5【経理の状況】 

 1【連結財務諸表等】 

  (1)【連結財務諸表】 

   注記事項 

   （1 株当たり情報） 

  （訂正前）                                 

前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産額            87 円 12 銭 

1 株当たり当期純損失           31 円 48 銭 

  なお、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額につ 

 いては、当期純損失となったため記載していない。 

  当連結会計年度から「1株当たり当期純利益に関する 

 会計基準」（企業会計基準第 2号）及び「1株当たり当 

 期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準 

 適用指針第 4号）を適用している。なお、これによる影 

 響は軽微である。 

1 株当たり純資産額           154 円 37 銭 

1 株当たり当期純利益金額             44 円 30 銭 

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額    44 円 28 銭 

 （注） 1 株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上の基 

     礎は、以下のとおりである。 

 

 
前連結会計年度 

（自 平成 14 年 4月 1 日 
至 平成 15 年 3月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 15 年 4月 1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日） 

1 株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 
 

 

   当期純利益又は当期純損失（△） 

  （千円） 
△1,113,052 1,580,020 

  普通株式に帰属しない金額（千円） ― 13,985 

  （うち利益処分による役員賞与金） （―）   （13,985） 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）  
△1,113,052 1,566,035 

    期中平均株式数（千株） 35,360 35,350 

  希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

 後 1株当たり当期純利益の算定に含めな 

 かった潜在株式の概要 

 

平成 12 年 6月 29 日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式      228,000 株 

 

―― 
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（訂正後）                                 

前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産額             87 円 12 銭 

1 株当たり当期純損失            31 円 48 銭 

  

  なお、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額につ 

 いては、当期純損失となったため記載していない。 

  当連結会計年度から「1株当たり当期純利益に関する 

 会計基準」（企業会計基準第 2号）及び「1株当たり当 

 期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準 

 適用指針第 4号）を適用している。なお、これによる影 

 響は軽微である。 

1 株当たり純資産額           154 円 37 銭 

1 株当たり当期純利益金額             44 円 30 銭 

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額    44 円 28 銭 

 （注） 1 株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上の基 

     礎は、以下のとおりである。 

 

 
前連結会計年度 

（自 平成 14 年 4月 1 日 
至 平成 15 年 3月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 15 年 4月 1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日） 

1 株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 
 

 

   当期純利益又は当期純損失（△） 

  （千円） 
△1,113,052 1,580,020 

  普通株式に帰属しない金額（千円） ―         13,985 

  （うち利益処分による役員賞与金）   （―）         （13,985） 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）  
△1,113,052 1,566,035 

    期中平均株式数（千株） 35,360 35,350 

   

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金 

額又は当期純損失金額 
 

 

  当期純利益調整額（千円）          ―              ― 

  普通株式増加数（千株）          ―              19 

  希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

 後 1株当たり当期純利益の算定に含めな 

 かった潜在株式の概要 

 

平成 12 年 6月 29 日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式      228,000 株 

 

―― 
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 2【財務諸表等】 

  (1)【財務諸表】 

   注記事項 

   （1 株当たり情報） 

  （訂正前）                                 
第 102 期 

（自 平成 14 年 4月 1 日 
至 平成 15 年 3月 31 日） 

第 103 期 
（自 平成 15 年 4月 1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日） 

1 株当たり純資産額             177 円 95 銭 

1 株当たり当期純損失            13 円 35 銭 

  

  なお、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額につ 

 いては、当期純損失となったため記載していない。 

  当事業年度から「1株当たり当期純利益に関する会計 

 基準」（企業会計基準第 2号）及び「1株当たり当期純 

 利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用 

指針第 4号）を適用している。なお、これによる影響は 

軽微である。 

1 株当たり純資産額            217 円 34 銭 

1 株当たり当期純利益金額          13 円 57 銭 

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額    13 円 56 銭 

 （注） 1 株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額、及び潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上 

の基礎は、以下のとおりである。 

 

 
第 102 期 

（自 平成 14 年 4月 1 日 
至 平成 15 年 3月 31 日） 

第 103 期 
（自 平成 15 年 4月 1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日） 

1 株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 
 

 

   当期純利益又は当期純損失（△） 

  （千円） 
△471,973 493,758 

  普通株式に帰属しない金額（千円）         ― 13,985 

  （うち利益処分による役員賞与金）         （―）        （13,985） 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）  
△471,973 479,773 

    期中平均株式数（千株） 35,362 35,352 

  希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

 後 1株当たり当期純利益の算定に含めな 

 かった潜在株式の概要 

 

平成 12 年 6月 29 日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式      228,000 株 

 

―― 
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（訂正後）                                 
第 102 期 

（自 平成 14 年 4月 1 日 
至 平成 15 年 3月 31 日） 

第 103 期 
（自 平成 15 年 4月 1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日） 

1 株当たり純資産額             177 円 95 銭 

1 株当たり当期純損失            13 円 35 銭 

  

  なお、潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額につ 

 いては、当期純損失となったため記載していない。 

  当事業年度から「1株当たり当期純利益に関する会計 

 基準」（企業会計基準第 2号）及び「1株当たり当期純 

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用 

指針第 4号）を適用している。なお、これによる影響は 

軽微である。 

1 株当たり純資産額             217 円 34 銭 

1 株当たり当期純利益金額           13 円 57 銭 

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額     13 円 56 銭 

 （注） 1 株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額、及び潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上 

の基礎は、以下のとおりである。 

 

 
第 102 期 

（自 平成 14 年 4月 1 日 
至 平成 15 年 3月 31 日） 

第 103 期 
（自 平成 15 年 4月 1 日 
至 平成 16 年 3月 31 日） 

1 株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額 
 

 

   当期純利益又は当期純損失（△） 

  （千円） 
△471,973 493,758 

  普通株式に帰属しない金額（千円）          ―            13,985 

  （うち利益処分による役員賞与金）          （―）           （13,985） 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）  
△471,973 479,773 

    期中平均株式数（千株） 35,362 35,352 

   

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金 

額又は当期純損失金額 
 

 

  当期純利益調整額（千円）          ―           ― 

  普通株式増加数（千株）          ―           19 

  希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

 後 1株当たり当期純利益の算定に含めな 

 かった潜在株式の概要 

 

平成 12 年 6月 29 日定時株主総会決

議ストックオプション 

（自己株式譲渡方式） 

普通株式      228,000 株 

 

―― 

 
 


